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○奈良県食品衛生法施行細則 

昭和五十年四月一日 

奈良県規則第一号 

〔食品衛生法施行細則〕をここに公布する。 

奈良県食品衛生法施行細則 

(平一六規則三七・改称) 

食品衛生法施行細則(昭和二十四年二月奈良県規則第五号)の全部を改正する。 

(趣旨) 

第一条 食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号。以下「法」という。)の施行に関し

ては、法、食品衛生法施行令(昭和二十八年政令第二百二十九号。以下「令」という。)、

食品衛生法施行規則(昭和二十三年厚生省令第二十三号。以下「施行規則」という。)、乳

及び乳製品の成分規格等に関する省令(昭和二十六年厚生省令第五十二号。以下「省令第

五十二号」という。)及び奈良県食品衛生法施行条例(平成十二年三月奈良県条例第三十八

号。以下「条例」という。)に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

(平一二規則七〇・一部改正) 

(検査命令に基づく検査) 

第二条 令第五条第二項に規定する申請書は、検査申請書(第一号様式)とする。 

2 令第五条第三項の規定による試験品の採取に係る採取量は、別表第一のとおりとする。 

(平三規則五八・旧第七条繰上、平一〇規則二三・平一五規則一〇・平一六規則三

七・令三規則二・一部改正) 

(食品衛生管理者の選任等) 

第三条 法第四十八条第八項の規定による届出は、食品衛生管理者選任(変更)届(第二号様

式)により行うものとする。 

(令三規則二・全改) 

(営業施設基準) 

第四条 条例別表第一第四号カ(1)及び別表第二第四号の飲用に適する水は、食品、添加物

等の規格基準(昭和三十四年厚生省告示第三百七十号)に規定する食品製造用水に係る規

格に適合するものとする。 

2 条例別表第一第六号エの規則で定める要件は、別表第二のとおりとする。 

3 令第三十五条第四号に規定する魚介類販売業で自動車において営業をする場合に係る

条例別表第一第六号クの規則で定める要件は、次に掲げるとおりとする。 
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一 条例別表第一(第四号エ、ク、サ及びタ並びに第六号を除く。)の基準を満たすこと。 

二 次に掲げる営業の区分に応じ、一日の営業においてそれぞれに定める量の水を供給し、

かつ、排水を保管することができる貯水設備を有すること。 

ア 簡易な営業 約四十リットル 

イ 大量の水を要しない営業 約八十リットル 

ウ 大量の水を要する営業 約二百リットル 

(平一二規則七〇・全改、平一四規則五二・平一六規則三七・平二一規則五〇・平

二四規則六三・平二七規則七八・令二規則五七・令三規則二・一部改正) 

第五条 削除 

(平一二規則七〇) 

(営業の許可の申請等) 

第六条 法第五十五条第一項の許可(以下「営業許可」という。)の申請及び法第五十七条第

一項の規定による届出(以下「営業の届出」という。)は、営業許可申請書・営業届(新規、

継続)(第三号様式)により行うものとする。 

(令三規則二・全改) 

(営業許可証等の交付) 

第七条 知事は、営業許可をしたときは営業許可証(第四号様式)を、営業許可を拒否する処

分をしたときは営業不許可通知書(第五号様式)を交付するものとする。 

(平三規則五八・追加、平七規則二七・平一六規則三七・令三規則二・一部改正) 

(営業許可証の掲示) 

第八条 営業許可を受けた者は、営業許可証を当該施設内の見やすい場所に掲示しなければ

ならない。 

(平三規則五八・追加) 

(営業許可の有効期間) 

第九条 営業許可の有効期間は、次の表の上欄に掲げる別表第三の基準に係る査定項目に適

合した数の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める期間とする。 

査定項目に適合した数 営業許可の有効期間 

〇～五項目 五年 

六～十項目 六年 

十一～十五項目 七年 

十六～二十項目 八年 
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2 前項の規定にかかわらず、次に掲げる営業に係る営業許可の有効期間は、五年とする。 

一 令第三十五条第一号に規定する飲食店営業(露店形態の営業をする場合に限る。) 

二 令第三十五条第一号に規定する飲食店営業、同条第四号に規定する魚介類販売業及び

同条第九号に規定する食肉処理業(自動車を利用して営業をする場合に限る。) 

三 令第三十五条第二号に規定する調理の機能を有する自動販売機(屋内に設置され、か

つ、容器包装に入れられず、又は容器包装で包まれない状態の食品に直接接触する部分

を自動的に洗浄するための装置その他の食品衛生上の危害の発生を防止するために必

要な装置を有するものを除く。)により食品を調理し、調理された食品を販売する営業 

3 前二項の有効期間は、知事が必要と認めるときは、一年を超えない範囲内で延長するこ

とができる。 

(平七規則二七・追加、平一〇規則二三・平一二規則七〇・平一四規則五二・令三

規則二・一部改正) 

(営業の許可申請事項等の変更届) 

第十条 施行規則第七十一条の規定による変更の届出は、営業許可申請書・営業届(変更)(第

六号様式)により行うものとする。 

2 営業許可を受けた者が前項の届出をする場合であつて、当該変更が営業設備に係るもの

であるときは、同項の届出書に当該変更箇所を示す図面を添付しなければならない。 

(平三規則五八・旧第十二条繰上・一部改正、平七規則二七・旧第九条繰下・一部

改正、平一六規則三七・令三規則二・一部改正) 

(営業許可証の書換え) 

第十一条 営業許可を受けた者は、営業許可証の記載事項に変更を生じたときは、速やかに、

営業許可証の書換えを受けなければならない。 

2 前項の規定による書換えの申請をしようとする者は、営業許可証書換え交付申請書(第七

号様式)に営業許可証を添えて、知事に提出しなければならない。 

(平七規則二七・追加、令三規則二・一部改正) 

(営業許可証の再交付等) 

第十二条 営業許可を受けた者は、営業許可証を破り、汚し、又は失つたときは、営業許可

証の再交付を受けなければならない。 

2 前項の規定による再交付の申請をしようとする者は、営業許可証再交付申請書(第八号様

式)に破り、又は汚した営業許可証を添えて、知事に提出しなければならない。 

3 第一項の規定により営業許可証の再交付を受けた者が失つた営業許可証を発見したと
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きは、直ちに、これを知事に返納しなければならない。 

(平七規則二七・追加、令三規則二・一部改正) 

(地位の承継) 

第十三条 法第五十六条第二項(法第五十七条第二項において読み替えて準用する場合を含

む。)の規定による届出は、地位承継届(第九号様式)により行うものとする。 

(令三規則二・追加、令五規則一五・一部改正) 

(廃業の届出) 

第十四条 施行規則第七十一条の二に規定する届出書は、営業許可申請書・営業届(廃業)(第

十号様式)とする。 

2 営業許可を受けた者が前項の届出書を提出する場合は、営業許可証を添付しなければな

らない。 

3 営業許可を受けた者又は営業の届出をした者が死亡し、又は解散したとき(法第五十六条

第一項の規定による地位の承継があつたときを除く。)に行う第一項の届出は、戸籍法(昭

和二十二年法律第二百二十四号)第八十七条の規定による死亡の届出義務者又は清算人

(法人の解散が破産によるものである場合は、その破産管財人)が行うものとする。 

(平三規則五八・旧第十三条繰上・一部改正、平七規則二七・旧第十条繰下・一部

改正、平一四規則五二・平一六規則三七・一部改正、令三規則二・旧第十三条繰下・

一部改正) 

(経由) 

第十五条 法、令、施行規則、省令第五十二号、条例又はこの規則の規定により知事に提出

する申請書等は、営業所の所在地を管轄する保健所長を経由しなければならない。 

(平三規則五八・旧第十七条繰上、平七規則二七・旧第十四条繰下、平一二規則七

〇・平一四規則五二・一部改正、平二四規則六三・旧第十七条繰下、令三規則二・

旧第十八条繰上・一部改正) 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和五十年六月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行前にこの規則による改正前の食品衛生法施行細則の規定に基づく申請

その他の行為は、この規則による改正後の食品衛生法施行細則の相当規定に基づいてなさ

れたものとみなす。 
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3 この規則の施行の際現に法第二十一条第一項の規定による営業の許可を受けている者

に係る営業施設の基準については、昭和五十年十一月三十日までは、この規則による改正

後の食品衛生法施行細則第十条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

別表第一(第二条関係) 

(平三規則五八・平一四規則五二・平一六規則三七・令三規則二・一部改正) 

一 食品 

検査項目 包装形態 ロットを形成する

製品数 

検体を採取すべき

製品数 

検体採取量(キ

ログラム) 

検体数 

添加物(均一

に分布する

ものに限

る。) 

特定せず 一以上 一 〇・三 一 

添加物(均一

に分布する

ものを除

く。) 

特定せず 五十以下 二 〇・三 一 

五十一以上五百以

下 

三 〇・三 一 

五百一以上三千二

百以下 

五 〇・三 一 

三千二百一以上 八 〇・三 一 

微生物 特定せず 百五十以下 三 一 一 

百五十一以上千二

百以下 

五 一 一 

千二百一以上 八 一 一 

二 添加物 

法第十三条第一項の規定により規格が定められた添加物(タール色素を除く。) 

ロツトを形成する製品ごとに必要最小量(ロツトを形成する最大の量は、三百キログ

ラム(製造の工程及び方法等からみて公衆衛生上支障がないと認められる場合はこれを

上回る量とすることができる。)とする。) 

三 器具 

1 食品に直接接触する部分に鉛を含有する着色料を使用している陶磁製の飲食器 

(一) 自動温度制御装置又は自動温度計測器を装置した焼成窯によつて製造された

もの 



6/28 

ロツトごとに 三個 

(二) (一)以外の焼成窯によつて製造されたもの 

ロツトを形成する製品数 試験品の数量 

八百個以下 三個 

八百一個以上千三百個以下 五個 

千三百一個以上三千二百個以下 七個 

三千二百一個以上八千個以下 十個 

八千一個以上 十五個 

2 フエノール樹脂製、メラミン樹脂製又はユリア樹脂製の飲食器 

ロツトを形成する製品数 試験品の数量 

八百個以下 三個 

八百一個以上千三百個以下 五個 

千三百一個以上三千二百個以下 七個 

三千二百一個以上八千個以下 十個 

八千一個以上 十五個 

別表第二(第四条関係) 

(令三規則二・全改) 

一 屋根を設け、調理又は加工をする設備にほこりが入らない構造であること。 

二 清掃、洗浄及び消毒(以下「清掃等」という。)を容易に行うことができる構造である

こと。 

三 作業、検査及び清掃等を十分にすることができるよう必要な照度を確保できる照明設

備を必要に応じて有すること。 

四 次に掲げる営業の区分に応じ、一日の営業においてそれぞれに定める量の水道法(昭

和三十二年法律第百七十七号)第三条第二項に規定する水道事業、同条第六項に規定す

る専用水道若しくは同条第七項に規定する簡易専用水道により供給される水又は飲用

に適する水を供給し、かつ、排水を保管することができる貯水設備を有すること。 

ア 調理又は加工に水を使用する営業 約四十リットル 

イ ア以外の営業 約二十リットル 

五 従業者の手指の洗浄及び消毒をする装置を備えた流水式手洗い設備を有すること。 

六 食品を衛生的に取り扱うために必要な機能を有する冷蔵又は冷凍設備を必要に応じ

て有すること。 
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七 原材料を種類及び特性に応じた温度で、汚染の防止可能な状態で保管することができ

る設備を有すること。 

八 次に掲げる要件を満たす廃棄物を入れる容器又は廃棄物を保管する設備を有するこ

と。 

ア 不浸透性の材料で作られていること。 

イ 十分な容量を備えていること。 

ウ 清掃がしやすいこと。 

エ 汚液及び汚臭が漏れない構造であること。 

九 食品の製造又は食品の調理をする作業場の機械器具、容器その他の設備(以下「機械

器具等」という。)は、適正に洗浄、保守及び点検をすることができる構造であること。 

十 作業に応じた機械器具等を備え、食器は、原則として使い捨てのものであること。 

十一 食品に直接触れる機械器具等は、耐水性の材料で作られ、洗浄が容易であり、及び

熱湯、蒸気又は殺菌剤で消毒が可能なものであること。 

十二 冷蔵、冷凍等を行う設備には、温度計を備えること。 

十三 作業場の清掃等をするための専用の用具を必要数備えること。 

別表第三(第九条関係) 

(平七規則二七・追加、平一二規則七〇・旧別表第五繰上、令三規則二・旧別表第

四繰上) 

一 建物 

鉄骨若しくは鉄筋コンクリート、石材、ブロック又はれんが造りであること。 

二 天井 

コンクリート、モルタル、タイル又はステンレス等の耐蝕性金属材であること。 

三 天井の高さ 

三メートル以上であること。 

四 天井の構造 

パイプ等がすべて天井裏に収納され、天井面が平滑であること。 

五 内壁 

コンクリート、モルタル、タイル又はステンレス等の耐蝕性金属材であること。 

六 内壁及び床の構造 

内壁と床の接合部がR構造であること。この場合において腰壁があるときは、接合上

部が四十五度以内の取付構造であること。 
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七 床及び腰張り 

コンクリート、モルタル、タイル又はステンレス等の耐蝕性金属材であること。 

八 排水 

グリース・トラップが二室以上あること。 

九 区画 

完全区画されていること。 

十 空調設備 

機械による室温管理がされていること。 

十一 採光 

作業面で二百ルックス以上であること。 

十二 洗浄設備 

コンクリート、タイル、陶器又はステンレス等の耐蝕性金属材であること。 

十三 保管設備 

コンクリート、石材、ブロック、れんが又はステンレス等の耐蝕性金属材であること。 

十四 冷蔵又は冷凍設備 

コンクリート、タイル又はステンレス等の耐蝕性金属材で機械式であること。 

十五 製造、加工、調理又は販売に係る施設 

コンクリート、タイル又はステンレス等の耐蝕性金属材であること。 

十六 製造、加工、調理又は販売に係る施設の配置 

作業に適した十分な空間をもつた配置がされていること。 

十七 手洗い設備 

部門ごとに適した設備であること。 

十八 計器 

正常に作動する温度計又は計量器があること。 

十九 汚物保管設備 

コンクリート、石材、ブロック、れんが又はステンレス等の耐蝕性金属材であること。 

二十 給水 

水道法に規定する水道により供給される水であること。 
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附 則(昭和五一年規則第六八号) 

この規則は、昭和五十一年四月一日から施行する。 

附 則(昭和五三年規則第四九号) 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和五十三年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号)第二十一条第一

項の規定による営業許可を受けてふぐの処理を営業としている者に係る営業施設の基準

については、昭和五十三年六月三十日までは、この規則による改正後の食品衛生法施行細

則別表第四の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成三年規則第五八号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成三年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に改正前の食品衛生法施行細則の規定によりなされている申請

その他の行為は、改正後の食品衛生法施行細則の相当規定によりなされたものとみなす。 

3 この規則の施行の際現に食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号)第二十一条第一

項の規定による営業許可を受けて乳類販売業を営んでいる者に係る営業施設の基準につ

いては、平成三年六月三十日までは、改正後の別表第四の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 

(保健所長に対する事務委任規則の一部改正) 

4 保健所長に対する事務委任規則(昭和五十一年四月奈良県規則第五号)の一部を次のよう

に改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(平成三年規則第二一号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成三年十月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際改正前の規則の規定により交付されている許可証、証明書等で現に

効力を有するものは、改正後の規則の規定により交付されたものとみなす。 

3 この規則の施行の際改正前の規則の規定により現に提出されている申請書、届出書等は、
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改正後の規則の規定により提出されたものとみなす。 

4 この規則の施行の際改正前の規則の規定による用紙で現に残存するものは、改正後の規

則の規定にかかわらず、平成四年三月三十一日までの間なお使用することができる。 

附 則(平成四年規則第四六号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成四年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に申請がなされている検査に係る手数料については、この規則に

よる改正後の食品衛生法施行細則別表第二の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則(平成六年規則第四五号) 

この規則は、平成六年四月一日から施行する。 

附 則(平成七年規則第二七号) 

1 この規則は、平成七年十一月二十四日から施行する。 

2 この規則の施行の際現に第一条の規定による改正前の食品衛生法施行細則第六条第一

項及び第二項の規定により提出されている申請書は、第一条の規定による改正後の食品衛

生法施行細則第六条第一項及び第二項の規定により提出されているものとみなす。 

附 則(平成九年規則第七号) 

この規則は、平成九年七月一日から施行する。 

附 則(平成一〇年規則第二三号) 

この規則は、平成十年二月二十一日から施行する。 

附 則(平成一〇年規則第一六号) 

この規則は、平成十年十月一日から施行する。 

附 則(平成一一年規則第五四号) 

この規則は、平成十一年四月一日から施行する。 

附 則(平成一二年規則第七〇号) 

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則(平成一四年規則第五二号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。ただし、この規則による改正後の食品衛生法施行

細則第六条第一項の表第五号、第十五条から第十七条まで及び第二号様式から第十五号様

式まで並びに附則第三項から第五項までについては、平成十四年四月一日から施行する。 
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(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号)第二十一条第一

項の規定による許可を受けている者に係る営業施設の基準については、平成十四年六月三

十日までは、改正後の別表第三の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 この規則の施行の際改正前の食品衛生法施行細則(以下「改正前の規則」という。)の規

定により現に提出されている申請書、届出書等は、改正後の食品衛生法施行細則(以下「改

正後の規則」という。)の相当規定により提出されたものとみなす。 

4 この規則の施行の際改正前の規則の規定による用紙で現に残存するものは、改正後の規

則の規定にかかわらず、当分の間なお使用することができる。 

5 この規則の施行の際現に保健所において確認されている食品衛生責任者については、改

正後の第十五条の規定による届出がされたものとみなす。 

附 則(平成一五年規則第一〇号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成十五年八月二十九日から施行する。 

(食品衛生法施行細則の一部改正に伴う経過措置) 

2 この規則の施行の際第一条の規定による改正前の食品衛生法施行細則の規定により現

に提出されている届出書は、同条の規定による改正後の食品衛生法施行細則の規定により

提出されたものとみなす。 

附 則(平成一六年規則第三七号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成十六年二月二十七日から施行する。ただし、第一条中第三条第一項第

一号及び第二号並びに第四条の改正規定は、平成十六年四月一日から施行する。 

(食品衛生法施行細則の一部改正に伴う経過措置) 

2 この規則の施行の際第一条の規定による改正前の食品衛生法施行細則(以下この項から

第四項までにおいて「改正前の細則」という。)の規定により交付されている許可証等で

現に効力を有するものについては、同条の規定による改正後の奈良県食品衛生法施行細則

(以下この項から第五項までにおいて「改正後の細則」という。)の規定により交付された

ものとみなす。 

3 この規則の施行の際改正前の細則の規定により現に提出されている申請書、届出書等は、

改正後の細則の相当規定により提出されたものとみなす。 

4 この規則の施行の際改正前の細則の規定による用紙で現に残存するものは、改正後の細
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則の規定にかかわらず、当分の間なお使用することができる。 

5 平成十七年三月三十一日までの間は、改正後の細則第三条第一項第一号中「有機物(全有

機炭素(TOC)の量)」とあるのは、「有機物等」とする。 

附 則(平成一七年規則第二八号) 

この規則は、平成十七年三月七日から施行する。 

附 則(平成一七年規則第五五号) 

この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則(平成二一年規則第五〇号) 

この規則は、平成二十一年七月一日から施行する。 

附 則(平成二四年規則第六三号) 

この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。 

附 則(平成二七年規則第七八号) 

この規則は、平成二十七年四月一日から施行する。 

附 則(平成二八年規則第八〇号) 

この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

附 則(令和二年規則第五七号) 

(施行期日) 

1 この規則は、令和二年六月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の日から起算して一年間は、この規則による改正前の奈良県食品衛生法

施行細則(以下「旧規則」という。)第三条の規定は、なお効力を有する。 

3 この規則の施行の際旧規則の規定による用紙で現に残存するものは、この規則による改

正後の奈良県食品衛生法施行細則の規定にかかわらず、当分の間なお使用することができ

る。 

附 則(令和二年規則第三一号) 

(施行期日) 

1 この規則は、令和二年十二月十五日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現にこの規則による改正前のそれぞれの規則の規定により提出さ

れている書類は、この規則による改正後のそれぞれの規則の規定により提出されたものと

みなす。 
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附 則(令和三年規則第六四号) 

この規則は、令和三年四月一日から施行する。 

附 則(令和三年規則第二号) 

(施行期日) 

1 この規則は、令和三年六月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に食品衛生法等の一部を改正する法律(平成三十年法律第四十六

号)第二条の規定による改正前の食品衛生法(昭和二十二年法律第二百三十三号)第五十二

条第一項の許可を受けて食品衛生法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政

令の整備及び経過措置に関する政令(令和元年政令第百二十三号)第一条の規定による改

正前の食品衛生法施行令(昭和二十八年政令第二百二十九号)第三十五条各号の営業を行

う施設に係るこの規則による改正前の奈良県食品衛生法施行細則(以下「旧規則」という。)

第四条に規定する基準については、当該許可の有効期間の満了の日までの間、なおその効

力を有する。 

3 この規則の施行の際現に旧規則の規定により交付されている許可証等で効力を有する

ものについては、この規則による改正後の奈良県食品衛生法施行細則(以下「新規則」と

いう。)の規定により交付されたものとみなす。 

4 この規則の施行の際現に旧規則の規定により提出されている書類は、新規則の相当規定

により提出されたものとみなす。 

附 則(令和五年規則第一五号) 

(施行期日) 

1 この規則は、令和五年十二月十三日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現にこの規則による改正前の奈良県食品衛生法施行細則の規定に

より提出されている書類は、この規則による改正後の奈良県食品衛生法施行細則の相当規

定により提出されたものとみなす。 
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第1号様式(第6条関係) 

(平3規則58・旧第3号様式繰上・一部改正、平16規則37・令3規則64・一部改正) 

第2号様式(第3条関係) 

(令3規則2・全改) 

第3号様式(第6条関係) 

(令3規則2・全改、令5規則15・一部改正) 

第4号様式(第7条関係) 

(平7規則27・追加、平14規則52・平16規則37・平27規則78・一部改正、令3規則2・

旧第7号様式繰上・一部改正) 

第5号様式(第7条関係) 

(平7規則27・追加、平14規則52・平16規則37・平17規則55・平28規則80・一部改

正、令3規則2・旧第8号様式繰上・一部改正) 

第6号様式(第10条関係) 

(令3規則2・追加) 

第7号様式(第11条関係) 

(平7規則27・追加、平10規則23・平10規則16・平14規則52・平16規則37・平24

規則63・一部改正、令3規則2・旧第10号様式繰上) 

第8号様式(第12条関係) 

(平7規則27・追加、平10規則23・平10規則16・平14規則52・平16規則37・平24

規則63・一部改正、令3規則2・旧第11号様式繰上) 

第9号様式(第13条関係) 

(令5規則15・全改) 

第10号様式(第14条関係) 

(令3規則2・追加) 

 


